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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴精神・神経医療研究センター】 （単位︓円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現⾦及び預⾦ 2,451,218,249

有価証券 500,000,000

医業未収⾦ 1,500,206,861

貸倒引当⾦ △ 768,978 1,499,437,883

未収⾦ 367,230,424

医薬品 26,919,377

診療材料 16,138,531

給⾷⽤材料 1,121,444

貯蔵品 11,098,205

前払費⽤ 58,590,514

その他流動資産 7,642,466

流動資産合計 4,939,397,093

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物 18,635,296,399

減価償却累計額 △ 7,238,699,898

減損損失累計額 △ 47,281,253 11,349,315,248

構築物 442,258,621

減価償却累計額 △ 193,924,474 248,334,147

医療⽤器械備品 2,374,917,794

減価償却累計額 △ 2,003,294,137 371,623,657

その他器械備品 8,580,494,276

減価償却累計額 △ 7,344,163,737 1,236,330,539

⾞両 3,496,603

減価償却累計額 △ 3,496,599 4

⼟地 18,705,172,859

建設仮勘定 13,381,200

その他有形固定資産 1,760,000

有形固定資産合計 31,925,917,654

２ 無形固定資産

ソフトウェア 719,252,209

特許権 4,821,456

電話加⼊権 68,000

特許権仮勘定 18,710,423

その他無形固定資産 2,165,444

無形固定資産合計 745,017,532

３ 投資その他の資産

破産更⽣債権等 7,133,760

貸倒引当⾦ △ 7,133,760 0

その他投資資産 9,567,740

投資その他の資産合計 9,567,740

固定資産合計 32,680,502,926

資産合計 37,619,900,019

貸 借 対 照 表
（平成31年３⽉31⽇）

科          ⽬ ⾦            額
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴精神・神経医療研究センター】 （単位︓円）

科          ⽬ ⾦            額

負債の部

Ⅰ 流動負債

運営費交付⾦債務 143,213,098

預り施設費 491,533,800

預り補助⾦等 112,000

預り寄附⾦ 59,117,593

⼀年以内返済⻑期借⼊⾦ 138,770,000

買掛⾦ 322,481,701

未払⾦ 1,461,092,541

⼀年以内⽀払リース債務 677,808

未払消費税等 71,960,300

前受⾦ 2,764,360

預り⾦ 418,177,686

未払費⽤ 679,577

引当⾦

賞与引当⾦ 461,776,522 461,776,522

流動負債合計 3,572,356,986

Ⅱ 固定負債

資産⾒返負債

資産⾒返運営費交付⾦ 211,067,611

資産⾒返補助⾦等 411,045,977

資産⾒返寄附⾦ 67,415,388

建設仮勘定⾒返施設費 13,381,200

特許権仮勘定⾒返寄附⾦ 449,960 703,360,136

⻑期借⼊⾦ 2,042,694,000

リース債務 282,420

引当⾦

退職給付引当⾦ 124,607,764

環境対策引当⾦ 7,282,450 131,890,214

資産除去債務 266,931,742

固定負債合計 3,145,158,512

負債合計 6,717,515,498

純資産の部

Ⅰ 資本⾦

政府出資⾦ 37,329,962,123

資本⾦合計 37,329,962,123

Ⅱ 資本剰余⾦

資本剰余⾦ 3,408,966,611

損益外減価償却累計額（－） △ 7,174,577,428

損益外減損損失累計額（－） △ 2,002,460

損益外利息費⽤累計額（－） △ 20,256,391

資本剰余⾦合計 △ 3,787,869,668

Ⅲ 繰越⽋損⾦

当期未処理損失 △ 2,639,707,934

（うち当期総利益） (99,793,534)

繰越⽋損⾦合計 △ 2,639,707,934

純資産合計 30,902,384,521

負債純資産合計 37,619,900,019
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴精神・神経医療研究センター】 （単位︓円）

経常費⽤
業務費

給与費 7,809,155,198

材料費 2,412,999,634

委託費 2,678,100,186

設備関係費 1,696,061,930

経費 1,316,096,917

その他 2,054,133 15,914,467,998

⼀般管理費
給与費 729,853,322

設備関係費 4,109,636

経費 425,752,944 1,159,715,902

財務費⽤ 29,543,560

その他経常費⽤ 18,892,119

経常費⽤合計 17,122,619,579

経常収益
運営費交付⾦収益 3,705,686,199

補助⾦等収益 190,799,258

業務収益
医業収益 9,438,633,773

研修収益 43,295,950

研究収益 3,407,153,321 12,889,083,044

寄附⾦収益 65,960,333

資産⾒返負債戻⼊
資産⾒返運営費交付⾦戻⼊ 76,097,697

資産⾒返補助⾦等戻⼊ 192,521,487

資産⾒返寄附⾦戻⼊ 33,300,174 301,919,358

財務収益 27,397

その他経常収益 74,851,461

経常収益合計 17,228,327,050

経常利益 105,707,471

臨時損失
固定資産除却損 5,403,111

固定資産減損損失 523,316 5,926,427

臨時利益
その他臨時利益 12,490 12,490

当期純利益 99,793,534

当期総利益 99,793,534

損 益 計 算 書
（平成30年４⽉１⽇〜平成31年３⽉31⽇）

科          ⽬ ⾦            額
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴精神・神経医療研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

⼈件費⽀出 △ 8,473,763,433

材料の購⼊による⽀出 △ 2,383,144,023

その他の業務⽀出 △ 4,755,552,635

運営費交付⾦収⼊ 3,810,252,000

補助⾦等収⼊ 243,144,546

補助⾦等の精算による返還⾦の⽀出 △ 3,024,953

寄附⾦収⼊ 34,158,346

医業収⼊ 9,442,901,854

研修収⼊ 44,385,908

研究収⼊ 3,263,037,495

その他の収⼊ 234,366,489

⼩計 1,456,761,594

利息の⽀払額 △ 29,811,976

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,426,949,618

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による⽀出 △ 500,000,000

有形固定資産の取得による⽀出 △ 797,238,561

無形固定資産の取得による⽀出 △ 18,540,918

施設費による収⼊ 707,799,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 607,980,479

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

⻑期借⼊⾦の返済による⽀出 △ 142,020,000

リース債務償還による⽀出 △ 677,808

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 142,697,808

Ⅳ 資⾦増加額 676,271,331

Ⅴ 資⾦期⾸残⾼ 1,774,946,918

Ⅵ 資⾦期末残⾼ 2,451,218,249

キャッシュ・フロー計算書
（平成30年４⽉１⽇〜平成31年３⽉31⽇）

科          ⽬ ⾦            額
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴精神・神経医療研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 当期未処理損失 △ 2,639,707,934

当期総利益 99,793,534

前期繰越⽋損⾦ △ 2,739,501,468

Ⅱ 次期繰越⽋損⾦ △ 2,639,707,934 △ 2,639,707,934

損失の処理に関する書類（案）
（平成31年８⽉３０⽇）

科          ⽬ ⾦            額
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（単位︓円）

Ⅰ 業務費⽤

（１）損益計算書上の費⽤

業務費 15,914,467,998

⼀般管理費 1,159,715,902

財務費⽤ 29,543,560

その他経常費⽤ 18,892,119

臨時損失 5,926,427 17,128,546,006

（２）（控除）⾃⼰収⼊等

医業収益 △ 9,438,633,773

研修収益 △ 43,295,950

研究収益 △ 3,246,317,725

寄附⾦収益 △ 65,960,333

資産⾒返寄附⾦戻⼊ △ 33,300,174

その他経常収益 △ 74,878,858

臨時利益 △ 12,490 △ 12,902,399,303

業務費⽤合計 4,226,146,703

Ⅱ 損益外減価償却相当額 521,720,957

Ⅲ 損益外利息費⽤相当額 2,992,578

Ⅳ 損益外除売却差額相当額 6

Ⅴ 引当外退職給付増加⾒積額 35,100,586

Ⅵ 機会費⽤

政府出資⼜は地⽅公共団体出資等の機会費⽤ 0 0

Ⅶ ⾏政サービス実施コスト 4,785,960,830

⾏政サービス実施コスト計算書
（平成30年４⽉１⽇〜平成31年３⽉31⽇）

科          ⽬ ⾦            額
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注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

「独立行政法人会計基準」第８１（注解60、注解61）に基づき業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２ ～ ３９年

構築物 ９ ～ ６０年

医療用器械備品 ４ ～ １５年

その他器械備品 ４ ～ ２０年

車両 ４ ～ ５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）及び資産除去債務に対応する特定の除去

費用等（独立行政法人会計基準第９１）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額

として資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

役職員の退職給付に備えるため、運営費交付金により財源措置されない退職給付について、当該事

業年度末における退職給付債務の見積額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。

過去勤務費用は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。

数理計算上の差異は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計基

準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増減額を計上しております。

４．貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．賞与引当金の計上基準

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当該事業年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。
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６．環境対策引当金の計上基準

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の処分等にかかる支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を

計上しております。

７．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券については、償却原価法（定額法）を採用しております。

８．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）医薬品

最終仕入原価法に基づく低価法

（２）診療材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（３）給食用材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（４）貯蔵品

最終仕入原価法に基づく低価法

９．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率については、平成31年4月5

日付事務連絡「「行政サービス実施コスト計算書等の機会費用算定の取扱いについて（留意事項）」(総

務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室)に基づき、0%で計算しております。

10．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

11．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表

１．運営費交付金から充当されるべき退職給付一時金に係る退職給付引当金の見積額 3,665,272,608円

２．高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成20年法律第93号）附則

第8条第7項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 2,181,464,000円

３．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金及び公債に限定し、また、資金調達については財政融資資金

からの借入によっております。借入金の使途は、事業投資資金であり、主務大臣により認可された資

金計画に沿って資金調達を行っております。資金運用にあたっては、独立行政法人通則法第47条の

規定に基づき、A格付け以上の社債を保有しております。

また、当法人の診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を図

っております。
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４．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表
区 分 時 価② 差 額（②-①）

計 上 額①

（1）現金及び預金 2,451,218,249 2,451,218,249 0

（２）有価証券 500,000,000 500,025,000 25,000

（３）医業未収金 1,500,206,861 1,500,206,861 0

（４）長期借入金 (2,181,464,000) （2,353,625,289） (172,161,289)

（５）買掛金 (322,481,701) （322,481,701） 0

（６）未払金 (1,461,092,541) （1,461,092,541） 0

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しております。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（1）現金及び預金、（３）医業未収金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

（２）有価証券

取引金融機関から掲示された価格によっております。

（４）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（５）買掛金、（６）未払金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

Ⅲ．損益計算書

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳

① 医業収益 49,249,355円

② 研究収益 27,188,374円

③ 研修収益 0円

合 計 76,437,729円

２．経常費用の内訳

① 給与費のうち、引当金繰入額

賞与引当金繰入額 403,628,919円

② 設備関係費のうち、減価償却費 1,170,417,624円

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,451,218,249円

資金期末残高 2,451,218,249円

２．重要な非資金取引

現物寄附による資産等の取得 48,566,614円
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３．承継資産の回収による収入

承継資産の回収による収入は、国から承継した破産更生債権等に係る収入であります。

Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書

国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額 19,207,305円

Ⅵ．退職給付引当金

（１）採用している退職給付制度の概要

当法人は、職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を採用している。

退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を

支給しており、原則法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算している。

（２）退職一時金制度

１．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

区 分 平成31年３月31日現在

期首における退職給付債務 36,732,171円

勤務費用 77,735,709円

利息費用 0円

数理計算上の差異の当期発生額 △16,577,575円

退職給付の支払額 △6,437,691円

期末における退職給付債務 124,607,764円

２．退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

区 分 平成31年３月31日現在

非積立型制度の未積立退職給付債務 124,607,764円

小計 124,607,764円

未認識数理計算上の差異 0円

未認識過去勤務費用 0円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 124,607,764円

退職給付引当金 124,607,764円

３．退職給付費用に関する損益

区 分 平成31年３月31日現在

勤務費用 77,735,709円

利息費用 0円

数理計算上の差異の損益処理額 △16,577,575円

運営費交付金で財源措置された費用 246,990,699円

退職給付費用 308,148,833円

４．数理計算上の計算基礎に関する事項

区 分 平成31年３月31日現在

割引率 0.00％

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
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Ⅶ．固定資産の減損に関する注記事項

減損を認識した固定資産

用途 会議室

種類 建物

場所 小平市小川東町４－１－１

帳簿価額 523,317円

使用をしなくなる日 平成31年１月

減損の認識に至った経緯 研究所１号館は建築から相当数経過し、安全上の理由

から閉鎖することとしたため、将来使用する見込みがな

く減損の認識に至った。

損益額のうち損益計算書に計上し 523,316円

た金額

損益額のうち損益計算書に計上し -

ていない金額

回収可能サービス価格 -

Ⅷ．資産除去債務関係

１．資産除去債務の概要

当センターは、所有する研究機器の処分時における「放射性同位元素等による放射線障害の防止に

関する法律」に基づく除去費用につき資産除去債務を計上しております。

２．資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積もりにあたり、使用見込期間を１３３ヶ月及び１３７ヶ月と見積もっております。

割引率は当該期間を勘案し、使用見込期間に見合う国債の利回りを参考にしており、１．１１９％及び

１．１５１％となっております。

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減

期首残高 263,939,164円

時の経過による調整額 2,992,578円

期末残高 266,931,742円

Ⅸ．重要な債務負担行為

当事業年度に契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは以下の通りです。

（単位：円）

契約内容 契約金額 翌期以降支払金額

実験動物研究棟老朽配管等改修工事 1,080,000,000 1,080,000,000

Ⅹ．重要な後発事象

該当事項はありません。
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利
率

（
％

）
返

済
期

限
摘

 
 

要

0.
95

5
令

和
元

年
5⽉

25
⽇

〜
令

和
17

年
3⽉

20
⽇

貯
蔵

品
10

,3
20

,7
47

80
6,
84

2,
19

5
80

6,
06

4,
73

7
0

当
期

評
価

に
含

ま
れ

た
評

価
差

額
摘

 
 

要

合
同
運
用
指
定
金
銭

信
託

計
50

0,
00

0,
00

0
50

0,
02

5,
00

0
50

0,
00

0,
00

0

計
60

,9
09

,9
03

2,
74

1,
76

8,
95

3
2,
74

7,
37

1,
34

3
29

,9
56

満
期

保
有

⽬
的

債
権

銘
柄

名
取

得
価

額
時

価
貸

借
対

照
表

計
上

額

50
0,
00

0,
00

0
50

0,
00

0,
00

0

診
療

材
料

17
,5
42

,9
89

42
6,
90

2,
57

1
42

8,
30

7,
02

9
0

給
⾷

⽤
材

料
99

8,
96

2
12

0,
25

2,
97

1
12

0,
13

0,
48

9
0

期
末

残
⾼

摘
 

 
要

当
期

購
⼊

・
払

出
・

振
替

そ
の

他
製

造
・

振
替

医
薬

品
32

,0
47

,2
05

1,
38

7,
77

1,
21

6
1,
39

2,
86

9,
08

8
29

,9
56

種
類

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

合
計

50
0,
00

0,
00

0

50
0,
02

5,
00

0

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

⾼

財
政

融
資

資
⾦

2,
32

3,
48

4,
00

0
0

14
2,
02

0,
00

0
2,
18

1,
46

4,
00

0

計
2,
32

3,
48

4,
00

0
0

14
2,
02

0,
00

0
2,
18

1,
46

4,
00

0

13



５
．

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

46
1,
77

6,
52

2

7,
28

2,
45

0

46
9,
05

8,
97

2

６
．

貸
付

⾦
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

当
期

増
減

額
期

末
残

⾼
41

5,
54

8
76

8,
97

8
41

5,
54

8
76

8,
97

8
注

１
0

0
0

0
△
 7
,3
18

7,
13

3,
76

0
△
 7
,3
18

7,
13

3,
76

0
注

２
40

8,
23

0
7,
90

2,
73

8
（

注
）

１
．

⼀
般

債
権

に
つ

い
て

は
、

貸
倒

実
績

率
に

よ
り

回
収

不
能

⾒
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。
２

．
破

産
更

⽣
債

権
等

（
発

⽣
か

ら
1年

以
上

経
過

し
た

医
業

未
収

⾦
及

び
未

収
⾦

）
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
て

回
収

不
能

⾒
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

⾼
摘

 
 

要
⽬

的
使

⽤
そ

の
他

計
45

5,
17

0,
98

1
46

1,
77

6,
52

2
44

7,
88

8,
53

1
0

区
 

 
 

分
貸

付
⾦

等
の

残
⾼

貸
倒

引
当

⾦
の

残
⾼

賞
与

引
当

⾦
44

7,
88

8,
53

1
46

1,
77

6,
52

2
44

7,
88

8,
53

1
0

7,
28

2,
45

0
0

0
0

環
境

対
策

引
当

⾦

摘
 

 
要

期
⾸

残
⾼

当
期

増
減

額
期

末
残

⾼
期

⾸
残

⾼
医

業
未

収
⾦

1,
50

4,
02

3,
78

8
△
 3
,8
16

,9
27

1,
50

0,
20

6,
86

1
35

3,
43

0
⼀

般
債

権
1,
50

4,
02

3,
78

8
△
 3
,8
16

,9
27

1,
50

0,
20

6,
86

1
35

3,
43

0
未

収
⾦

45
4,
73

2,
08

1
△
 8
7,
50

1,
65

7
36

7,
23

0,
42

4
0

⼀
般

債
権

45
4,
73

2,
08

1
△
 8
7,
50

1,
65

7
36

7,
23

0,
42

4
0

破
産

更
⽣

債
権

等
7,
14

1,
07

8
△
 7
,3
18

7,
13

3,
76

0
7,
14

1,
07

8
破

産
更

⽣
債

権
等

7,
14

1,
07

8
△
 7
,3
18

7,
13

3,
76

0
7,
14

1,
07

8
計

1,
96

5,
89

6,
94

7
△
 9
1,
32

5,
90

2
1,
87

4,
57

1,
04

5
7,
49

4,
50

8

14



７
．

退
職

給
付

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

期
末

残
⾼

摘
 

 
要

12
4,
60

7,
76

4
退

職
⼀

時
⾦

に
係

る
債

務
12

4,
60

7,
76

4 0

年
⾦

資
産

－
退

職
給

付
引

当
⾦

12
4,
60

7,
76

4

８
．

資
産

除
去

債
務

の
明

細
（

単
位

︓
円

）
摘

 
 

要

（
注

）
１

．
資

産
除

去
債

務
に

対
応

す
る

除
去

費
⽤

等
に

つ
い

て
、

独
⽴

⾏
政

法
⼈

会
計

基
準

第
91

の
特

定
が

さ
れ

て
お

り
ま

す
。

９
．

保
証

債
務

の
明

細
（

単
位

︓
円

）
保

証
料

収
益

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

⾦
額

(1
42

,0
20

,0
00

)
(1
38

,7
70

,0
00

)

1
2,
32

3,
48

4,
00

0
0

0
1

14
2,
02

0,
00

0
1

2,
18

1,
46

4,
00

0
0

（
注

）
１

．
⾼

度
専

⾨
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
⾏

う
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
に

関
す

る
法

律
附

則
第

8条
第

7項
の

規
定

に
基

づ
き

、
各

国
⽴

⾼
度

専
⾨

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

は
、

 
厚

⽣
労

働
⼤

⾂
が

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

当
該

国
⽴

⾼
度

専
⾨

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

以
外

の
国

⽴
⾼

度
専

⾨
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
が

承
継

し
た

旧
特

別
会

計
の

 
財

政
融

資
資

⾦
か

ら
の

借
⼊

⾦
債

務
を

保
証

し
て

お
り

ま
す

。
２

．
（

 
）

は
、

１
年

以
内

保
証

債
務

減
少

予
定

額
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

注
１

2,
99

2,
57

8
0

26
6,
93

1,
74

2

36
,7
32

,1
71

94
,3
13

,2
84

6,
43

7,
69

1

－
△
16

,5
77

,5
75

△
16

,5
77

,5
75

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
退

職
給

付
債

務
合

計
額

36
,7
32

,1
71

94
,3
13

,2
84

6,
43

7,
69

1

未
認

識
過

去
勤

務
費

⽤
及

び
未

認
識

数
理

計
算

上
の

差
異

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
当

期
減

少
期

末
残

⾼

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
⾦

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務

－
－

－

36
,7
32

,1
71

77
,7
35

,7
09

△
10

,1
39

,8
84

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

⾼
放

射
性

同
位

元
素

等
に

よ
る

放
射

線
障

害
の

防
⽌

に
関

す
る

法
律

26
3,
93

9,
16

4

15



10
．

資
本

⾦
及

び
資

本
剰

余
⾦

の
明

細
（

単
位

︓
円

）
期

末
残

⾼
摘

 
 

要
資

本
⾦

政
府

出
資

⾦
37

,3
29

,9
62

,1
23

37
,3
29

,9
62

,1
23

資
 

 本
資

本
剰

余
⾦

剰
余

⾦
施

設
費

3,
14

1,
95

6,
37

7
運

営
費

交
付

⾦
0

補
助

⾦
等

0
寄

附
⾦

等
0

⽬
的

積
⽴

⾦
0

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額
△
 9
64

,2
00

注
１

そ
の

他
26

7,
97

4,
43

4
3,
40

8,
96

6,
61

1
損

益
外

減
価

償
却

累
計

額
7,
17

4,
57

7,
42

8
注

１
損

益
外

減
損

損
失

累
計

額
2,
00

2,
46

0
損

益
外

利
息

費
⽤

累
計

額
20

,2
56

,3
91

△
 3
,7
87

,8
69

,6
68

（
注

）
１

．
当

期
減

少
額

は
、

「
第

８
７

特
定

の
償

却
資

産
」

に
該

当
す

る
資

産
の

減
少

に
よ

る
も

の
で

す
。

0
0

00
0

0
0

0
0

0

計
37

,3
29

,9
62

,1
23

0
0

区
 

 
 

 
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
37

,3
29

,9
62

,1
23

0
0

3,
14

1,
95

6,
37

7
0

計
3,
42

1,
32

1,
14

3
0

12
,3
54

,5
32

0
0

0
△
 9
64

,1
94

0
6

28
0,
32

8,
96

0
0

12
,3
54

,5
26 0

差
引

計
△
 3
,2
63

,1
56

,1
27

△
 5
24

,7
13

,5
35

6

6,
66

5,
21

0,
99

7
52

1,
72

0,
95

7
12

,3
54

,5
26

2,
00

2,
46

0
0

0
17

,2
63

,8
13

2,
99

2,
57

8

16



11
．

運
営

費
交

付
⾦

債
務

及
び

当
期

振
替

額
等

の
明

細
（

１
）

運
営

費
交

付
⾦

債
務

の
増

減
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

0
3,
76

8,
86

4,
77

2
14

3,
21

3,
09

8

（
２

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
の

当
期

振
替

額
及

び
主

な
使

途
の

明
細

 
 

①
運

営
費

交
付

⾦
収

益
へ

の
振

替
額

及
び

主
な

使
途

の
明

細
（
単
位
：
円
）

研
究

業
務

臨
床

研
究

業
務

診
療

業
務

教
育

研
修

業
務

情
報

発
信

業
務

法
⼈

共
通

業
務

期
間

進
⾏

基
準

に
よ

る
振

替
額

-
費

⽤
進

⾏
基

準
に

よ
る

振
替

額
-

会
計

基
準

第
81

第
4項

に
よ

る
振

替
額

-

合
 

 
 

計

3,
70

5,
68

6,
19

9
63

,1
78

,5
73

当
期

振
替

額

運
営

費
交

付
⾦

収
益

資
産

⾒
返

資
本

剰
余

⾦
⼩

 
 

計

24
9,

87
8,

09
0

00

1,
03

6,
00

0

1,
27

6,
59

0,
96

5 0

22
3,

07
3,

70
4

1,
93

9,
17

1,
65

4

1,
27

6,
59

0,
96

5

1,
03

6,
00

0

1,
93

9,
17

1,
65

4

24
9,

87
8,

09
0

15
,9

35
,7

86

22
3,

07
3,

70
4

運
営

費
交

付
⾦

3,
70

5,
68

6,
19

9

⼈
件

費
︓

24
9,

87
8,

09
0円

 

期
⾸

残
⾼

交
付

⾦
当

期
交

付
額

3,
81

0,
25

2,
00

0
10

1,
82

5,
87

0

15
,9

35
,7

86

⼈
件

費
︓

99
3,

30
3,

60
6円

、
材

料
費

︓
53

,0
53

,0
31

円
、

そ
の

他
経

費
︓

89
2,

81
5,

01
7円

⼈
件

費
︓

76
3,

52
8,

41
4円

、
材

料
費

︓
85

,0
03

,6
34

円
、

そ
の

他
経

費
︓

42
8,

05
8,

91
7円

⼈
件

費
︓

18
6,

94
8,

32
9円

、
そ

の
他

経
費

︓
36

,1
25

,3
75

円

⼈
件

費
︓

9,
90

7,
82

7円
、

そ
の

他
経

費
︓

6,
02

7,
95

9円

区
分

運
営

費
交

付
⾦

収
益

運
営

費
交

付
⾦

の
主

な
使

途
費

⽤
主

な
使

途
業

務
達

成
基

準
に

よ
る

振
替

額

⼈
件

費
︓

1,
03

6,
00

0円

期
末

残
⾼

17



 
②

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

及
び

資
本

剰
余

⾦
へ

の
振

替
額

並
び

に
主

な
使

途
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

振
替

額

 
研

究
業

務
0

―

 
臨

床
研

究
業

務
0

―

 
診

療
業

務
0

―

 
教

育
研

修
業

務
0

―

 
情

報
発

信
業

務
0

―

 
法

⼈
共

通
業

務
0

―

 
合

 
 

計
0

（
３

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
残

⾼
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

翌
事

業
年

度
に

繰
り

越
し

た
運

営
費

交
付

⾦
債

務
残

⾼
と

使
⽤

⾒
込

み
は

以
下

の
と

お
り

で
す

。

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分

 
－

 
－

（
費

⽤
進

⾏
基

準
を

採
⽤

し
た

業
務

は
あ

り
ま

せ
ん

）

（
期

間
進

⾏
基

準
を

採
⽤

し
た

業
務

は
あ

り
ま

せ
ん

）

14
3,

21
3,

09
8

セ
グ

メ
ン

ト
振

替
額

63
,1

78
,5

73

計運
営

費
交

付
⾦

債
務

残
⾼

使
⽤

⾒
込

み

14
3,

21
3,

09
8

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分

―

情
報

発
信

⽤
機

械
備

品
︓

61
6,

89
6円

教
育

研
修

⽤
機

械
備

品
︓

1,
67

5,
29

6円

―

臨
床

研
究

⽤
機

械
備

品
︓

30
,5

57
,0

35
円

 
情

報
発

信
業

務
の

う
ち

、
⾃

殺
総

合
対

策
推

進
セ

ン
タ

ー
経

費
に

つ
い

て
は

、
当

初
予

定
の

事
業

未
了

の
た

め
、

翌
期

に
実

施
す

る
こ

と
と

し
た

こ
と

か
ら

、
翌

事
業

年
度

に
77

,2
99

,7
40

円
収

益
化

予
定

。
 

そ
の

他
に

つ
い

て
は

、
職

員
の

退
職

状
況

が
計

画
を

下
回

っ
た

た
め

翌
期

以
降

に
65

,9
13

,3
58

円
収

益
化

予
定

。
い

ず
れ

も
翌

事
業

年
度

以
降

に
使

⽤
す

る
⾒

込
み

で
あ

る
。

―61
6,

89
6

1,
67

5,
29

6

―

30
,5

57
,0

35

30
,3

29
,3

46

主
な

使
途

資
本

剰
余

⾦
へ

の
振

替
資

産
⾒

返
運

営
費

交
付

⾦
へ

の
振

替
主

な
使

途

研
究

⽤
機

械
備

品
︓

30
,3

29
,3

46
円

18



12
．

運
営

費
交

付
⾦

以
外

の
国

等
か

ら
の

財
源

措
置

の
明

細
（

１
）

施
設

費
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

49
1,
53

3,
80

0

0
49

1,
53

3,
80

0

13
,3
81

,2
00

13
,3
81

,2
00

50
4,
91

5,
00

0
合
　
　
　
　
　
計

区
 

 
 

 
 

分
当

期
交

付
額

摘
 

要
建

設
仮

勘
定

⾒
返

施
設

費
資

本
剰

余
⾦

そ
の

他

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

精
神

・
神

経
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
施

設
整

備
費

補
助

⾦

左
の

会
計

処
理

内
訳

50
4,
91

5,
00

0

19



（
２

）
補

助
⾦

等
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

6,
79

6,
00

0

3,
05

3,
00

0

1,
62

7,
00

0

2,
20

2,
14

6
14

8,
16

6,
85

4

4,
99

9,
00

0

22
2,
00

0

1,
24

7,
40

0
16

4,
60

0

45
,7
81

,2
00

24
,3
80

,7
57

1,
18

8,
00

0

11
2,
00

0

20
2,
04

7

49
,2
30

,7
46

0
11

2,
00

0
19

0,
79

9,
25

8

建
設

仮
勘

定
⾒

返
補

助
⾦

等

疾
病

予
防

対
策

事
業

費
等

補
助

⾦
（

難
病

特
別

対
策

推
進

事
業

（
感

染
症

予
防

事
業

費
等

国
庫

負
担

（
補

助
）

⾦
）

）

精
神

保
健

対
策

費
補

助
⾦

（
⾃

殺
総

合
対

策
推

進
セ

ン
タ

ー
機

能
強

化
事

業
）

精
神

保
健

対
策

費
補

助
⾦

（
て

ん
か

ん
地

域
診

療
連

携
体

制
整

備
事

業
）

左
の

会
計

処
理

内
訳

預
り

補
助

⾦
等

収
益

計
上

区
 

 
 

 
 

分
当

期
交

付
額

3,
05

3,
00

0

22
2,
00

0

20
2,
04

7

1,
18

8,
00

0

70
,1
61

,9
57

1,
41

2,
00

0

1,
62

7,
00

0

資
産

⾒
返

補
助

⾦
等

摘
 

要

東
京

都
災

害
派

遣
精

神
医

療
チ

ー
ム

合
　
　
　
　
　
計

24
0,
14

2,
00

4
0

精
神

保
健

及
び

精
神

障
害

者
福

祉
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

く
報

告
書

等
報

告
業

務
補

助
⾦

交
付

事
業

⼼
神

喪
失

者
等

医
療

観
察

法
指

定
⼊

院
医

療
機

関
運

営
費

負
担

⾦

在
宅

⼈
⼯

呼
吸

器
使

⽤
難

病
患

者
⾮

常
⽤

電
源

設
備

整
備

事
業

11
2,
00

0

資
本

剰
余

⾦

精
神

保
健

対
策

費
補

助
⾦

（
摂

⾷
障

害
治

療
⽀

援
セ

ン
タ

ー
設

置
運

営
事

業
）

15
0,
36

9,
00

0

精
神

保
健

対
策

費
補

助
⾦

（
こ

こ
ろ

の
健

康
づ

く
り

対
策

事
業

）
6,
79

6,
00

0

障
害

者
総

合
⽀

援
事

業
費

補
助

⾦
（

障
害

者
総

合
福

祉
推

進
事

業
）

4,
99

9,
00

0

⼼
神

喪
失

者
等

医
療

観
察

法
指

定
⼊

院
医

療
機

関
医

療
評

価
・

向
上

事
業

費
補

助
⾦

20



13
．

役
員

及
び

職
員

の
給

与
の

明
細

（
単

位
︓

千
円

、
⼈

）

⽀
給

⼈
員

(0
) 1 (0
)

66 (0
)

67
（

注
）

１
．

２
．

３
．

⽀
給

⼈
員

は
、

年
間

平
均

⽀
給

⼈
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
４

．
⾮

常
勤

の
役

員
及

び
職

員
は

、
外

数
と

し
て

（
 

 
）

で
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

５
．

中
期

計
画

に
お

い
て

は
、

法
定

福
利

費
等

を
含

め
て

予
算

上
の

⼈
件

費
と

し
て

お
り

ま
す

が
、

上
記

明
細

に
は

法
定

福
利

費
等

は
含

ま
れ

て
お

り
ま

せ
ん

。

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

⽀
給

基
準

は
、

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

精
神

・
神

経
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
役

員
報

酬
規

程
及

び
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
精

神
・

神
経

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

⼿
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

役
 

 
 

員

25
3,
42

8

退
職

⼿
当

(1
,5
18

,7
94

)
(5
97

)
76

6

報
酬

⼜
は

給
与

(7
,5
00

)
(4
)

(0
)

39
,7
80

3
29

,4
76

区
 

 
 

分

職
員

に
対

す
る

給
与

等
の

⽀
給

基
準

は
、

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

精
神

・
神

経
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
職

員
給

与
規

程
、

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

精
神

・
神

経
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
⾮

常
勤

職
員

給
与

規
程

、
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
精

神
・

神
経

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

⾮
常

勤
医

師
及

び
研

究
員

給
与

規
程

、
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
精

神
・

神
経

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

退
職

⼿
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

職
 

 
 

員
(1
,5
11

,2
94

)
(5
93

)
(0
)

5,
09

2,
45

6
76

3
22

3,
95

2

⽀
給

額
⽀

給
⼈

員
⽀

給
額

合
 

 
 

計
(0
)

5,
13

2,
23

7

21



14
．

科
学

研
究

費
補

助
⾦

の
明

細
（

単
位

︓
円

）

（
注

）
 

当
期

受
⼊

の
上

段
は

、
間

接
経

費
相

当
額

で
あ

り
、

下
段

の
括

弧
書

は
、

直
接

経
費

相
当

額
で

す
。

件
数

摘
 

要
種

 
 

⽬

 
若

⼿
研

究
（

Ｂ
）

17
,8
99

,8
00

15
(6
8,
16

6,
00

0)

 
基

盤
研

究
（

Ｃ
）

16
,6
06

,7
90

 
若

⼿
研

究
（

Ａ
）

49
5,
00

0
3

(1
,8
50

,0
00

)
 

国
際

共
同

研
究

(2
3,
64

5,
27

5)

 
研

究
活

動
ス

タ
ー

ト
⽀

援
96

0,
00

0
3

(3
,3
60

,0
00

)

当
期

受
⼊

13
(1
3,
69

0,
00

0)

 
基

盤
研

究
（

Ｂ
）

17
,2
38

,9
90

35
(6
2,
26

3,
30

3)

84
,4
16

,0
00

56

 
基

盤
研

究
（

Ａ
）

4,
10

7,
00

0

 
特

別
研

究
員

奨
励

費

2,
47

5,
00

0
14

(1
3,
61

3,
18

8)

89
(7
8,
21

9,
91

6)

 
挑

戦
的

萌
芽

研
究

6,
99

5,
63

3
30

(3
4,
43

5,
22

3)

 
新

学
術

領
域

研
究

7,
24

2,
82

1
17

(5
78

,3
37

,7
92

)

厚
⽣

労
働

科
学

研
究

費
補

助
⾦

⽂
部

科
学

省
研

究
費

補
助

⾦

合
計

76
,4
19

,5
96

22
9

(3
08

,1
01

,0
16

)

16
0,
83

5,
59

6
28

5

(2
70

,2
36

,7
76

)

(8
,8
58

,1
11

)
2,
39

8,
56

2
10

22



15
．

開
⽰

す
べ

き
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

（
単

位
︓

円
）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

情
報

発
信

事
業

計
法

⼈
共

通
合

計
Ⅰ

事
業

費
⽤

、
事

業
収

益
及

び
事

業
損

益
事

業
費

⽤
業

務
費

4,
43

1,
64

5,
42

2
1,
82

9,
86

9,
58

7
8,
74

5,
60

0,
66

8
69

4,
91

8,
97

5
21

2,
43

3,
34

6
15

,9
14

,4
67

,9
98

0
15

,9
14

,4
67

,9
98

⼀
般

管
理

費
0

0
0

0
0

0
1,
15

9,
71

5,
90

2
1,
15

9,
71

5,
90

2
財

務
費

⽤
0

0
29

,5
43

,5
60

0
0

29
,5
43

,5
60

0
29

,5
43

,5
60

そ
の

他
11

,5
28

,2
83

42
6,
30

5
2,
30

7,
74

0
6,
50

0
38

,0
00

14
,3
06

,8
28

4,
58

5,
29

1
18

,8
92

,1
19

事
業

費
⽤

計
4,
44

3,
17

3,
70

5
1,
83

0,
29

5,
89

2
8,
77

7,
45

1,
96

8
69

4,
92

5,
47

5
21

2,
47

1,
34

6
15

,9
58

,3
18

,3
86

1,
16

4,
30

1,
19

3
17

,1
22

,6
19

,5
79

事
業

収
益

研
究

収
益

2,
37

6,
62

6,
66

2
32

9,
69

6,
58

4
0

0
0

2,
70

6,
32

3,
24

6
70

0,
83

0,
07

5
3,
40

7,
15

3,
32

1
医

業
収

益
0

0
9,
43

8,
63

3,
77

3
0

0
9,
43

8,
63

3,
77

3
0

9,
43

8,
63

3,
77

3
研

修
収

益
0

0
0

43
,2
95

,9
50

0
43

,2
95

,9
50

0
43

,2
95

,9
50

運
営

費
交

付
⾦

収
益

1,
93

9,
17

1,
65

4
1,
27

6,
59

0,
96

5
1,
03

6,
00

0
22

3,
07

3,
70

4
15

,9
35

,7
86

3,
45

5,
80

8,
10

9
24

9,
87

8,
09

0
3,
70

5,
68

6,
19

9
補

助
⾦

等
収

益
14

,8
48

,0
00

1,
79

1,
60

0
25

,9
92

,8
04

0
14

8,
16

6,
85

4
19

0,
79

9,
25

8
0

19
0,
79

9,
25

8
寄

附
⾦

収
益

65
,9
60

,3
33

0
0

0
0

65
,9
60

,3
33

0
65

,9
60

,3
33

資
産

⾒
返

負
債

戻
⼊

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

戻
⼊

36
,7
92

,6
34

37
,5
92

,4
12

0
76

5,
77

8
94

6,
87

3
76

,0
97

,6
97

0
76

,0
97

,6
97

資
産

⾒
返

補
助

⾦
等

戻
⼊

58
,1
03

,2
08

80
,6
48

,0
03

51
,0
03

,1
43

0
2,
26

1,
50

1
19

2,
01

5,
85

5
50

5,
63

2
19

2,
52

1,
48

7
資

産
⾒

返
寄

附
⾦

戻
⼊

33
,3
00

,1
73

1
0

0
0

33
,3
00

,1
74

0
33

,3
00

,1
74

施
設

費
収

益
0

0
0

0
0

0
0

0
そ

の
他

37
9

4,
45

9,
56

9
21

,8
09

,9
83

6,
69

0,
63

5
2,
29

7,
31

6
35

,2
57

,8
82

39
,6
20

,9
76

74
,8
78

,8
58

事
業

収
益

計
4,
52

4,
80

3,
04

3
1,
73

0,
77

9,
13

4
9,
53

8,
47

5,
70

3
27

3,
82

6,
06

7
16

9,
60

8,
33

0
16

,2
37

,4
92

,2
77

99
0,
83

4,
77

3
17

,2
28

,3
27

,0
50

事
業

損
益

（
△

損
失

）
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38

△
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,5
16
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5
△
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8
△
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Ⅱ

臨
時

損
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等
臨

時
損

失
1,
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9,
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9
3,
19

5,
59

8
48

3,
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0
0

0
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21

7
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8,
21

0
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6,
42

7
臨

時
利
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0
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0

12
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0
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当
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純
損

益
79

,6
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△
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35

6
76

0,
55

2,
72

5
△

42
1,
09

9,
40

8
△

42
,8
63

,0
16

27
3,
53

8,
16

4
△

17
3,
74

4,
63

0
99

,7
93

,5
34

当
期

総
損

益
79

,6
60

,2
19

△
10

2,
71

2,
35

6
76

0,
55

2,
72

5
△

42
1,
09

9,
40

8
△

42
,8
63

,0
16

27
3,
53

8,
16

4
△

17
3,
74

4,
63

0
99

,7
93

,5
34

Ⅲ
⾏

政
サ

ー
ビ

ス
実

施
コ

ス
ト

業
務

費
⽤ 損

益
計

算
書

上
の

費
⽤

4,
44

5,
14

2,
82

4
1,
83

3,
49

1,
49

0
8,
77

7,
93

5,
46

8
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4,
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47

5
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2,
47
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34
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,9
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16

4,
57
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控
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⼊
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△
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△
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⽤
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（
注

）
１

．

２
．

事
業

の
内

容
「

研
究

事
業

」
 

 
 ︓

精
神

・
神

経
疾

患
等

に
関

す
る

戦
略

的
研

究
・

開
発

を
推

進
す

る
事

業
「

臨
床

研
究

事
業

」
 ︓

基
礎

研
究

を
臨

床
現

場
に

橋
渡

し
す

る
ト

ラ
ン

ス
レ

ー
シ

ョ
ナ

ル
リ

サ
ー

チ
及

び
治

験
等

の
事

業
「

診
療

事
業

」
 

 
 ︓

精
神

・
神

経
疾

患
等

の
⾼

度
先

駆
的

及
び

患
者

等
の

視
点

に
⽴

っ
た

、
良

質
か

つ
安

全
な

医
療

を
提

供
す

る
た

め
の

事
業

「
教

育
研

修
事

業
」

 ︓
精

神
・

神
経

疾
患

等
に

対
す

る
研

究
・

医
療

の
専

⾨
家

（
看

護
師

、
薬

剤
師

等
の

コ
メ

デ
ィ

カ
ル

部
⾨

も
含

む
。

）
の

育
成

を
積

極
的

に
⾏

う
事

業
「

情
報

発
信

事
業

」
 ︓

研
究

成
果

等
や

収
集

し
た

国
内

外
の

最
新

知
⾒

等
の

情
報

を
迅

速
か

つ
分

か
り

易
く

、
国

⺠
及

び
医

療
機

関
に

提
供

す
る

事
業

３
．

４
．

セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

⾼
度

専
⾨

医
療

に
関

す
る

研
究

等
を

⾏
う

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

に
関

す
る

法
律

に
定

め
ら

れ
て

い
る

業
務

内
容

に
基

づ
き

、
「

研
究

事
業

」
、

「
臨

床
研

究
事

業
」

、
「

診
療

事
業

」
、

「
教

育
研

修
事

業
」

、
「

情
報

発
信

事
業

」
に

区
分

し
て

お
り

ま
す

。

事
業

費
⽤

の
う

ち
法

⼈
共

通
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

不
能

な
費

⽤
で

あ
り

、
全

て
管

理
部

⾨
に

係
る

費
⽤

（
1,

16
4,

30
1,

19
3円

）
で

す
。

総
資

産
の

う
ち

法
⼈

共
通

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

資
産

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

現
⾦

及
び

預
⾦

（
2,

45
1,

21
8,

24
9円

）
で

す
。
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決 算 報 告 書



 



（単位︓円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収⼊

運営費交付⾦ 1,969,501,000 1,969,501,000 0 1,307,148,000 1,307,148,000 0

施設整備費補助⾦ 504,915,000 504,915,000 0 0 0 0

補助⾦収⼊ 6,166,984 14,849,000 8,682,016
補助⾦収⼊が計画より
増加したことによる

0 3,511,000 3,511,000
補助⾦収⼊が計画より
増加したことによる

業務収⼊ 2,029,615,467 2,188,457,688 158,842,221
業務収⼊が計画よりも
増加したことによる

331,890,608 334,156,153 2,265,545
業務収⼊が計画より増
加したことによる

その他収⼊ 35,674,591 34,158,725 △ 1,515,866
その他収⼊が計画より
減少したことによる

0 4,459,569 4,459,569
その他収⼊が計画より
増加したことによる

計 4,545,873,042 4,711,881,413 166,008,371 1,639,038,608 1,649,274,722 10,236,114

⽀出

業務経費 4,069,193,074 4,049,903,409 △ 19,289,665
業務経費が計画より減
少したことによる

1,726,426,913 1,692,368,714 △ 34,058,199
業務経費が計画より減
少したことによる

施設整備費 716,956,000 187,666,468 △ 529,289,532
有形固定資産取得が計
画より減少したことに
よる

16,820,000 190,616,223 173,796,223
有形固定資産取得が計
画より増加したことに
よる

借⼊⾦償還 － － － － － －

⽀払利息 － － － － － －

その他⽀出 － － － － － －

計 4,786,149,074 4,237,569,877 △ 548,579,197 1,743,246,913 1,882,984,937 139,738,024

（単位︓円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収⼊

運営費交付⾦ 1,036,000 1,036,000 0 224,749,000 224,749,000 0

施設整備費補助⾦ － － － － － －

補助⾦収⼊ 17,910,377 74,641,546 56,731,169
補助⾦収⼊が計画より
増加したことによる

－ － －

業務収⼊ 9,130,423,168 9,442,901,854 312,478,686
業務収⼊が計画より増
加したことによる

46,285,650 44,385,908 △ 1,899,742
業務収⼊が計画より減
少したことによる

その他収⼊ 20,148,763 21,809,983 1,661,220
その他収⼊が計画より
増加したことによる

6,526,450 6,690,635 164,185
その他収⼊が計画より
増加したことによる

計 9,169,518,308 9,540,389,383 370,871,075 277,561,100 275,825,543 △ 1,735,557

⽀出

業務経費 7,768,771,764 7,904,063,025 135,291,261
業務経費が計画より増
加したことによる

601,158,051 697,782,343 96,624,292
業務経費が計画より増
加減少したことによる

施設整備費 436,216,000 1,045,972,233 609,756,233
有形固定資産取得が計
画より増加したことに
よる

3,960,000 262,913 △ 3,697,087
有形固定資産取得が計
画より減少したことに
よる

借⼊⾦償還 175,658,000 142,020,000 △ 33,638,000
有形固定資産取得が計
画より減少したことに
よる

－ － －

⽀払利息 29,711,675 29,811,976 100,301 － － －

その他⽀出 677,808 677,808 0
その他⽀出が計画より
FALSEしたことによる

－ － －

計 8,411,035,247 9,122,545,042 711,509,795 605,118,051 698,045,256 92,927,205

教育研修事業診療事業
区分

決 算 報 告 書
（平成30年４⽉１⽇〜平成31年３⽉31⽇）

区分

【国⽴研究開発法⼈ 国⽴精神・神経医療研究センター】

臨床研究事業研究事業
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（単位︓円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収⼊

運営費交付⾦ 49,569,000 49,569,000 0 258,249,000 258,249,000 0

施設整備費補助⾦ － － － － － －

補助⾦収⼊ 150,369,000 150,369,000 0
補助⾦収⼊が計画より
FALSEしたことによる

－ － －

業務収⼊ － － － － － －

その他収⼊ 192,064 2,297,316 2,105,252
その他収⼊が計画より
増加したことによる

701,544,039 740,423,654 38,879,615
その他収⼊が計画より
増加したことによる

計 200,130,064 202,235,316 2,105,252 959,793,039 998,672,654 38,879,615

⽀出

業務経費 205,994,411 211,281,176 5,286,765
業務経費が計画より増
加したことによる

892,705,256 1,057,660,969 164,955,713
業務経費が計画より増
加したことによる

施設整備費 990,000 0 △ 990,000
有形固定資産取得が計
画より減少したことに
よる

4,950,000 3,892,137 △ 1,057,863
有形固定資産取得が計
画より減少したことに
よる

借⼊⾦償還 － － － － － －

⽀払利息 － － － － － －

その他⽀出 － － － － － －

計 206,984,411 211,281,176 4,296,765 897,655,256 1,061,553,106 163,897,850

（単位︓円）

予算 決算 差額

収⼊

運営費交付⾦ 3,810,252,000 3,810,252,000 0

施設整備費補助⾦ 504,915,000 504,915,000 0

補助⾦収⼊ 174,446,361 243,370,546 68,924,185 補助⾦収⼊が計画より増加したことによる

業務収⼊ 11,538,214,893 12,009,901,603 471,686,710 業務収⼊が計画より増加したことによる

その他収⼊ 764,085,907 809,839,882 45,753,975 その他収⼊が計画より増加したことによる

計 16,791,914,161 17,378,279,031 586,364,870

⽀出

業務経費 15,264,249,469 15,613,059,636 348,810,167 業務経費が計画より増加増加したことによる

施設整備費 1,179,892,000 1,428,409,974 248,517,974 有形固定資産取得が計画より増加したことによる

借⼊⾦償還 175,658,000 142,020,000 △ 33,638,000

⽀払利息 29,711,675 29,811,976 100,301

その他⽀出 677,808 677,808 0 その他⽀出が計画よりFALSEしたことによる

計 16,650,188,952 17,213,979,394 563,790,442

区分
備考

合 計

法⼈共通情報発信事業
区分
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